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電力会社Ｘに勤務していたＡは元々現
場の技術職に従事していたが、畑違いのデ
スクワーク中心の業務に異動となり主任に
昇格した。Ａの業務は質・内容ともに増加
し、それ以前と比べ労働時間が大幅に増加
した。また、上司である課長Ｙから人格を
否定されるような言動によるパワハラを受
け、Ａは異動から３カ月後に自殺した。Ａ
の妻Ｂは業務災害の請求をしたが、労働基
準監督書はこれを却下した。Ｂは審査請求、
再審査請求を行ったがいずれも棄却され
た。Ｂは、当該労基署を被告として上記処
分の取消しを求める行政訴訟を起こした。

地裁ではＡのうつ病の発症と自殺には業
務起因性があると判断をし、当該労基署の
行った処分は違法としてＢの請求を認める
判断をした。当該労基署は控訴をしたが、
高裁もＹの言動をＡに対するパワーハラス
メントであると評価したうえで、第１審の
判断を支持しＡの自殺が労災であることを
認める判断を行い、業務上災害となった。

第１審で業務起因性があるとの判断がさ
れ、さらに第２審も第１審の判断を支持し
て労基署の決定を覆し、この件に労災が認
められた大きな要因は、Ａの心理的負荷の
増大は、長時間の時間外労働による疲弊だ
けでなく、Ｙによるパワハラがあったこと
も要因であるとして、業務起因性があると
判断されたことである。
①Ａの長時間労働
Ａは平成11年８月に主任に昇格したが、
その後の月時間外労働時間は「過労死ライ

が

え
る
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ン」といわれる80時間を超え、さらにそ
の時間数も毎月増え続けていた。Ａは９月
末ごろにはうつ病特有の症状を訴えるよう
になっていた。その後も時間外労働時間は
増え続け、10月には 100時間を超え、自
殺をした11月はさらにそれを上回るペー
スで時間外労働をしていた。Ｂは当該労基
署に対し、Ａの自殺は業務に起因する過労
であると労災を訴えたが、会社Ｘは、Ａが
長時間労働をすることになった原因は「Ａ
自身の能力の無さだ」とし、Y課長以下上
司たちはＡの長時間労働の実態を知らず、
業務量は適正だったと強硬姿勢を取った。
さらに加えてＡをそこまで追い込んだのは
妻Ｂの配慮のなさだ、との姿勢まで取った。
労基署の判断は「業務による心理的負担が
精神障害の有力な原因とはいえない」とし
て労災申請を却下し、その後の審査請求、
再審査請求でもこの訴えは棄却された。
②Ｙのパワハラ
第１審では、Ａのうつ病の原因はＹの憎
悪があったとして業務起因性を認めた。さ
らに第２審はＡの業務を詳しく検討したう
えで、ＹがＡに対しパワハラ行為をしてい
たと断じ、Ａの自殺は労災であると認めた。
ＹはＡのような要領の悪い部下に対し嫌悪
の念を持ち、人格を否定するような発言を
する人間であり、Ａに「お前なんか主任失
格だ」「お前なんていなくても同じだ」と
の暴言を言い放った。暴言の中にはプライ
ベートにまで踏み込んだものもあった。
第２審は、業務による負担に加え、Ｙに
よるパワハラにより心理的な負担が増した
ものであるとの見解を示した。当時の労働
省が労基署で判断をするために策定した判
断指針については、「それが裁判所を拘束
するものではなく、また、その内容につい
ても批判があり、現在において未だ必ずし

も十全なものとは言い難い」とした。この
第２審における判断は、第１審の判決より
さらに踏み込んだものとなった。（「判断
指針」だけでなく裁判所での総合的な判断）
③Ａの自殺
Ａの自殺は主任昇格から間もないこと
であった。自殺場所は妻Ｂと結婚前によく
デートを、結婚後は家族で海水浴に出かけ
た海岸で、全身にガソリンを被ったうえで
の焼身自殺という壮絶なものであった。も
し、Ａが主任に昇格したときの課長がＹで
なかったら、また、周囲にＡを支援する上
司や同僚がいたら、Ａは今でも会社Ｘで勤
務を続けているであろう。筆者も今から15
年ほど前に、公務員という、ある意味で、
住民の規範たるべきような組織で、中途採
用であることが主な原因で、強烈なパワハ
ラを受けた経験がある。その辛さは筆舌に
尽くし難いものであった。自身を振り返っ
てもAの辛さを共感する。また、人事異動
は人の運命を大きく左右することがある。
大企業ではすでにパワハラ防止が義務と
なっているが、中小企業でも2022年４月
からは義務になる。事業主にとってパワハ
ラ防止のための対策・教育は急務である。
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